
公的職業訓練の実施状況及び新規求職者数と
公的職業訓練受講者の状況について
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公共職業訓練（離職者訓練）の実施状況

○ 平成28年度は約11万人、平成29年度は約10.3万人、平成30年度は約9.8万人、令和元年度
は11月までで約7.4万人が公共職業訓練を受講している。

○ 就職率については、施設内訓練は現時点で事業目標を上回っている。委託訓練についても、
事業目標を上回る見込み。

訓練計画数（予算上） 訓練定員 受講者数 充足率 就職率

平成２８年度

合計 134,014 112,265 110,095 82.2% －
施設内訓練 26,000 25,990 27,815 84.3% 88.4%
委託訓練 108,014 86,275 82,280 81.5% 75.1%

平成２９年度

合計 155,151 105,695 102,864 80.9% －
施設内訓練 25,500 25,500 27,081 83.3% 87.9%
委託訓練 129,651 80,195 75,783 80.1% 75.5%

平成３０年度

合計 163,942 103,695 97,599 79.2% －

施設内訓練 25,000 25,021 26,350 82.5% 87.5%
委託訓練 138,942 78,674 71,249 78.1% 75.7%

令和元年度

合計 160,686 74,169 74,058 79.6% －
施設内訓練 23,500 15,867 19,619 88.2% 84.8%
委託訓練 137,186 58,302 54,439 77.2% 71.6%

令和２年度

合計 158,164 － － － －
施設内訓練 23,000 － － － －
委託訓練 135,164 － － － －

※ 受講者数は前年度繰越者と当該年度入校者数の合計。

※ 令和元年度の実績は、令和元年11月末までの速報値であること。また、施設内訓練の就職実績は令和元年8月末まで、委託訓練の

就職実績は令和元年7月末までに修了したコースの３ヶ月後の速報値であること。

※ 都道府県が自治事務として行う施設内訓練及び都道府県単独の委託訓練の実績を除く。

※ 充足率は、受講者数のうち当該年度入校者数を訓練定員で除して算出する。

（参考）平成28年度までの事業目標：就職率 〔施設内訓練〕80％ 〔委託訓練〕70％

平成29年度以降の事業目標：就職率 〔施設内訓練〕80％ 〔委託訓練〕75％
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○ 平成26年度は約5.5万人、平成27年度は約4.1万人、平成28年度は約3.2万人、平成29年度は約2.7万人、平成30年度は約2.3
万人、令和元年度は約1.4万人（令和元年11月開講分まで）が求職者支援訓練の受講を開始した。
○ 就職率については、平成26年度は事業目標を若干下回ったが、平成27年度以降については、事業目標を上回って
いる。

(※１)

(※３)

(※２)

(※２)

(※２)

求職者支援訓練の実施状況

※１ 平成26年度の就職率：平成26年度中に開始し、終了したコースの訓練修了３か月後までの就職状況(令和元年１2月24日時点の数値)。

※２ 平成27年度、平成28年度、平成29年度、平成30年度の就職率：当年度中に終了したコースの訓練修了３か月までの就職状況(令和元年１2月24日時点の数値）。

※３ 令和元年度は、令和元年11月開講分までの実績。就職率は平成31年４月に終了した訓練の就職状況

（参考）平成26年度から令和元年度の事業目標 ： 雇用保険適用就職率〔基礎コース〕55％ 〔実践コース〕60％

令和２年度の事業目標 ： 雇用保険適用就職率〔基礎コース〕58％ 〔実践コース〕63％
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(※２)

予算上の定員 開講率 開講コースの

（認定上限値） （中止率） 充足率

77,000 83.0% 基礎：53.0%

(118,500) (17.0%) 実践：57.6%

54,000 81.9% 基礎：56.4%

(83,080) (18.1%) 実践：60.9%

53,454 77.3% 基礎：58.9%

(82,220) (22.7%) 実践：63.8%

39,654 76.9% 基礎：58.0%

(63,950) (23.1%) 実践：65.0%

36,407 79.3% 基礎：59.6%

(63,870) (20.7%) 実践：63.9%

29,964 79.6% 基礎：57.3%

(53,500) (20.4%) 実践：61.4%

27,613

(48,440)

就職率

平成30年度 51,336 23,384 56.9%

令和２年度 ― ― ― ―

61.7%

平成28年度 72,427

令和元年度

平成29年度 61,594 26,822 56.0%

58.7%13,78329,136

―

62.0%

32,306 57.2%

平成27年度 79,394 40,587

認定定員 受講者数

平成26年度 104,974 55,002



公共職業訓練（在職者訓練）の実施状況

○ 平成27年度は約5.7万人、平成28年度は約6.1万人、平成29年度は約6.5万人、平成30年度は約7
万人、令和元年度は令和元年11月末までで約5.9万人が在職者訓練を受講している。

訓練計画数（予算上） 訓練定員 受講者数

平成２７年度 57,000 85,820 56,873

平成２８年度 57,000 90,421 61,005

平成２９年度 59,000 93,391 65,309

平成３０年度 62,000 98,538 70,085

令和元年度 66,000 79,113 58,655

令和２年度 66,000 － －

※ 令和元年度の実績は、令和元年11月末までの速報値であること。

※ 都道府県が自治事務として行う在職者訓練の実績は含まない。
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公共職業訓練（学卒者訓練）の実施状況

○ 平成28年度から令和元年度まで、毎年度約5.7千人前後が学卒者訓練を受講している。

訓練計画数（予算上） 訓練定員 在学者数 就職率

平成２８年度

合計 5,860 5,783 5,583 99.5%
専門課程 － 4,043 3,817 99.3%
応用課程 － 1,680 1,703 99.8%
普通課程 － 60 63 100.0%

平成２９年度

合計 5,800 5,751 5,687 99.6%
専門課程 － 4,011 3,875 99.4%
応用課程 － 1,680 1,751 99.8%
普通課程 － 60 61 100.0%

平成３０年度

合計 5,800 5,754 5,723 99.7%
専門課程 － 4,004 3,900 99.4%
応用課程 － 1,690 1,762 100.0%
普通課程 － 60 61 98.2%

令和元年度

合計 5,800 5,751 5,688 －
専門課程 － 4,001 3,893 －
応用課程 － 1,690 1,738 －
普通課程 － 60 57 －

令和２年度

合計 5,800 － － －
専門課程 － － － －
応用課程 － － － －
普通課程 － － － －

※ 在学者数には前年度繰越者を含む。

※ 都道府県が自治事務として行う学卒者訓練の実績は含まない。
※ 就職率は、当年度中に訓練を修了した者の１ヶ月後の就職状況。
※ 令和元年度の在学者数は、令和元年10月末現在の実績。
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公共職業訓練（障害者訓練）の実施状況

○ 平成28年度は約6.2千人、平成29年度は約5.6千人、平成30年度は約５千人が障害者職業訓練
を受講している。

訓練計画数
訓練定員 受講者数 充足率 就職率

（予算上）

平成２８年度

合計 10,325 10,325 6,248 - -

施設内訓練

小計 3,995 3,995 2,403 - -

離職者訓練 2,995 2,995 2,178 72.7% 73.7%

在職者訓練 1,000 1,000 225 22.5% -

委託訓練

小計 6,330 6,330 3,845 - -

離職者訓練 6,130 6,130 3,698 60.3% 46.2%

在職者訓練 200 200 147 73.5% -

平成２９年度

合計 8,510 8,510 5,560 - -

施設内訓練

小計 2,980 2,980 1,856 - -

離職者訓練 1,980 1,980 1,599 80.6% 69.2%

在職者訓練 1,000 1,000 257 25.7% -

委託訓練

小計 5,530 5,530 3,704 - -

離職者訓練 5,330 5,330 3,503 65.7% 49.7%

在職者訓練 200 200 201 100.5% -

平成３０年度

合計 6,980 6,980 5,023 - -

施設内訓練

小計 2,980 2,980 1,740 - -

離職者訓練 1,980 1,980 1,456 73.5% 71.1%

在職者訓練 1,000 1,000 284 28.4% -

委託訓練

小計 4,000 4,000 3,283 - -

離職者訓練 3,850 3,850 3,073 79.8% 52.2%

在職者訓練 150 150 210 140% -
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公共職業訓練（障害者訓練）の実施状況

訓練計画数
訓練定員 受講者数 充足率 就職率

（予算上）

令和元年度

合計 6,780 6,780 - - -

施設内訓練

小計 2,980 2,980 - - -
離職者訓練 1,980 1,980 - - -
在職者訓練 1,000 1,000 - - -

委託訓練

合計 3,800 3,800 - - -
離職者訓練 3,650 3,650 - - -
在職者訓練 150 150 - - -

令和２年度

合計 6,830 6,830 - - -

施設内訓練

小計 2,980 2,980 - - -
離職者訓練 1,980 1,980 - - -
在職者訓練 1,000 1,000 - - -

委託訓練

合計 3,850 3,850 - - -
離職者訓練 3,700 3,700 - - -
在職者訓練 150 150 - - -

※１ 受講者数には前年度繰越者を含む。
※2 都道府県が自治事務として行っている障害者訓練は訓練計画数に計上していない（平成29年度から）。
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○ 公共職業訓練の応募倍率は１倍超、定員充足率は約８割である。

※ 令和元年度の「新規求職者数」及び「受講者数」は、4月～11月の実績に3/2を乗じて得た推計値。
※ 都道府県が自治事務として行う施設内訓練及び都道府県単独の委託訓練の実績を除く。

新規求職者数と公共職業訓練受講者の状況
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H27年度 H28年度 H29年度 H30年度
R1年度

（4月～11月）

1.17 1.14 1.11 1.07 1.09

82.7% 82.2% 80.9% 79.2% 79.6%

公共職業訓練

応募倍率

定員充足率



○ 求職者支援訓練の応募倍率は0.8倍未満、定員充足率は約６割である。

新規求職者数と求職者支援訓練受講者の状況

※ 令和元年度の「新規求職者数」及び「受講者数」は、4月～11月の実績に3/2を乗じて得た推計値。
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H27年度 H28年度 H29年度 H30年度
R1年度

（4月～11月）

0.79 0.71 0.69 0.70 0.74

61.7% 57.2% 56.0% 56.9% 58.7%

求職者支援訓練

応募倍率

定員充足率



○ 新規求職者数のうち雇用保険受給者数、特定求職者数とも、前年同月比で減少傾向で推移。

新規求職者数の推移
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

前年同月比（％） 0.3 ▲ 2.8 0.5 8.7 ▲ 6.2 8.5 ▲ 5.8 ▲ 4.8 ▲ 0.4

前年同月比（％） ▲ 5.8 ▲ 6.0 ▲ 2.0 5.7 ▲ 9.4 8.5 ▲ 7.8 ▲ 4.6 ▲ 3.1

令和元年

計

全国

175,477人 127,222人 104,760人 120,281人 102,401人 106,460人

特定求職者数
（新規求職者数のうち
雇用保険非受給者数
【一般（パート含む）】
・在職者を除く）

新規求職者数のうち
雇用保険受給者数
【一般（パート含む）】

119,079人 94,609人

250,643人

950,289人

1,423,389人151,203人171,640人171,140人149,238人170,588人166,766人192,171人


